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告   発   状 
 

平成１９年１２月６日 

 

さいたま地方検察庁  御 中 

 

告発人代理人弁護士 清   水     勉 

同     増  田   利  昭 

 

告 発 人  田 中  三 郎 

被告発人  U、I、O（３名） 

 

第１ 告発事実 

被告発人 U は埼玉県警察学校（さいたま市北区植竹町１－８０４所在）の事務吏

員であるとともに埼玉県警察学校校友会の会費等を管理する者であり、同 I は埼玉県

警察学校副校長であるとともに埼玉県警察学校校友会会長であり、同 O は埼玉県警察

学校の校長であるところ、共謀の上、被告発人 U は、 

１ 平成１６年４月１５日、埼玉県警察学校の構内の売店経営者である株式会社 H 

から埼玉県警察学校校友会に対する助成金として預かっていた金４３５，３９５円

を、ほしいままに、被告訴人 I に手渡して着服して横領し、 

２ 同年８月６日、株式会社 H から埼玉県警察学校校友会に対する助成金として預

かっていた現金４５８，３６８円を、ほしいままに、被告訴人 I に手渡して着服し

て横領し、 

３ 同年１２月８日、株式会社 H から埼玉県警察学校校友会に対する助成金として
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預かっていた現金３５６，２８６円を、ほしいままに、被告訴人 I に手渡して着服

して横領し、 

たものである。 

 

罪名及び罰条 

業務上横領罪  刑法２５３条、同法６０条 

 

第２ 犯罪事実の経過 

１ 埼玉県警察学校校友会 

埼玉県警察学校校友会会則によれば、埼玉県警察学校校友会は、埼玉県警察学校副

校長職にある者を会長とし、埼玉県警察学校庶務担当補佐職にある者を副会長とし、

理事は埼玉県警察学校の学生の各期の総代及び埼玉県警察学校の職員のうち各教養

部の部長・主席調査官、会長が指名する者とされている。 

会費は会長の責任において保管するものとされているが、実際には、事務吏員が保

管業務を担当していた。 

 

２ 『売店運営に関する覚え書き』 

埼玉県警察学校長は、埼玉県警察学校内の売店の管理運営を委託している業者と、

『売店運営に関する覚え書き』を交わしている。 

平成６年当時の覚え書きでは、「毎月の管理運営費として、毎月の利益の５％及び

店舗内電気使用料を支払うものとされていた。通常、定額とされている「毎月の管理

運営費」を、定額ではなく、「毎月の利益の５％」と設定しているのは、金額の設定

の仕方自体、売上の一部ピンハネ的性質を示すものであり、きわめて問題である。 

本件において問題となる平成９年以降覚え書き（以下「本件覚え書き」という。）

では、施設使用料を無償とする一方で、受託業者に「売店管理と学生・職員の福利厚

生に資するため」埼玉県警察学校校友会に売上の３％を助成すること（以下「本件助



 3 

成金」という。）を義務づける内容になっている（第９条）。これは、「地方公共団体

の財産は、条例又は議会の議決による場合でなければ、・・・適正な対価なくしてこ

れを・・・貸し付けてはならない。」（地方自治法２３７条２項）とする規定に明確に

違反する。 

 

３ 被告発人 

平成１６年当時、被告発人 I は、埼玉県警察学校の副校長であり、埼玉県警察学校

校友会の会長を務めていた。 

同時期、被告発人 U は、埼玉県警察学校の事務吏員であると同時に、埼玉県警察

学校校友会の副会長であり、会費や本件助成金などを実際に管理する者であった。 

同時期、被告発人 O は、埼玉県警察学校の校長であった。 

 

４ 株式会社鳩屋 

 埼玉県警察学校内には売店施設がある。 

株式会社 H は、平成６年４月１日から、埼玉県警察学校長と、売店運営に関する

覚書（以下「本件覚書」という。）を交わし、これに基づいて食品や日用雑貨などを

販売していた。 

株式会社 H は、平成９年４月以降、本件覚え書き第９条の規定に基づいて、４ヶ

月ごとに１回、上記売店の売上金のうちの３％の金額を校友会に対して助成金として

提供していた。 

 

５ 業務上横領 

被告発人 U は、平成１６年４月１４日までに、被告発人 O から、「H から受け取っ

た助成金を、今後、校友会では受入れの記載はしないで、被告発人 I に渡すように。

H への領収書はこれまでどおり埼玉県警察学校校友会長名義で出すように」と指示さ

れた。 
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被告発人 U は、被告発人 O の上記指示に従って、平成１６年４月１５日、埼玉県

警察学校校友会のために保管していた金４３５，３９５円を、被告発人 Iに手渡した。 

被告発人 U は、その後も、被告発人 O の上記指示に従って、平成１６年８月６日

に株式会社 H から受け取った現金４５８，３６８円を、同年１２月８日に株式会社 H

から受け取った現金３５６，２８６円を、それぞれ被告発人 I に手渡した。 

 

６ 横領後の使途 

被告発人 U が、被告発人 I に手渡した以降の助成金の使途は、埼玉県警察学校とし

ても埼玉県警察学校校友会としても一切把握していない。 

被告発人 O の後任として埼玉県警察学校長に就任した告発人田中三郎が既存の証

拠書類等を点検し学校に在籍する教職員から聴取するなどの方法により、徹底的に調

査したところによれば、上記横領金員が埼玉県警察学校あるいは埼玉県警察学校校友

会のために使われた形跡はない。 

 

第３ 監査結果について 

 本件助成金に関連して、埼玉県監査委員は、平成１８年６月３０日、監査結果を公

表しているが、監査事項は、「埼玉県警察学校における行政財産の使用許可及び校内

売店業者からの金銭提供について」というものであり、本件で問題としている助成金

受領後の使途について問題にしているものではない。 

 もっとも、監査結果は、「(2) 注意事項」において、「平成１６年度に売店業者から

校友会に提供された金銭は、校友会の出納簿に記録されず、校友会会長（警察学校副

校長）が自ら管理していた。また、当該年度の領収書等についても廃棄されていた。」

という事実を認定しているが、「平成１８年５月２２日」に「警察本部」について監

査を実施したと記されているのみで、だれについてどのような聴き取りがなされたの

か、どのような証拠資料に基づいてこのような事実を認定したのかなど、一切不明で

ある。 
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 また、被告発人 O の後任として埼玉県警察学校長に就任し、本件横領事件に関して

埼玉県警察学校内部関係者について調査をした告発人田中について、１回の聴き取り

も行っておらず、あたかも監査委員自ら、事件を隠蔽しようとしたかのような、きわ

めて不透明な内容であり、到底、公正な内容とは言えない。 

 


